
新たなGHG削減手法を企図した営農体系を実践しながら、そのGHG削減効果を同時に検証するスキームを構築
することで、当該削減手法の速やかなオフセットクレジット方法論化に貢献する。こうして開発した削減実践スキー
ムを活用し、意欲ある営農者の取組を支援し、J-クレジット制度新規方法論成立への道筋に誘導。GHGの実測技
術が可能なゼロエミッション農業コンサルティングをする新規事業を行う。

ゼロエミッション農業に向けたGHG削減法コンサルビジ
ネス構築のための基盤となる機器開発
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Scope３レベル（自社が間接的に関与する活動部分を含む全GHG排出量）でのGHG排出量見える化のため、サ
プライチェーン内の農業生産法人も脱炭素取り組みの見える化が必要。新たなGHG削減手法を企図した営農体
系を実践しながら、そのGHG削減効果を同時に検証するスキームを構築することで、当該削減手法の速やかな
オフセットクレジット方法論化に貢献する。こうして開発した削減実践スキームを活用し、意欲ある営農者の取組を
支援し、J-クレジット制度新規方法論成立への道筋に誘導。GHGの実測技術が可能なゼロエミッション農業コン
サルティングをする新規事業を行う。

ゼロエミッション農業の実現にむけて背景・目的
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研究内容 実測技術を活用したゼロエミッション農業コンサル手法の開発

水田水管理等によるメタン削減、バイオ炭による土壌炭素貯留などのネガティブエミッション技術を適用したゼロ
エミッション農業ソリューションを営農現場に展開。知財を保有する「温室効果ガス３成分同時分析法」によりGHG
収支を可視化。

目標 J-クレジット制度に基づくオフセットクレジットのプロデュース
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Scope３レベルのGHG排出量見える化のため、新たなGHG削減手法を企図した営農体系を実践し、検

証するスキームを構築し、GHGの実測技術が可能なゼロエミッション農業コンサルティングをする。
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大気レベルから土壌
中高濃度ガス測定ま
で対応す世界
トップレベルのCH4 、
N2O、CO2同時分析
装置
2024年島津製作所
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